
 多摩市みんなの笑顔が広がる歯と口の健康を推進する条例を公布する。  

令和６年１０月１０日  

多摩市長 

 

多摩市条例第３３号  

 

多摩市みんなの笑顔が広がる歯と口の健康を推進する条例  

 

多摩市では、市民の誰もが健康で、それぞれに生きがいを感じ、安全・安心

に暮らすことができ、子どもから高齢者まで、誰もが幸せを実感できる健幸都

市を目指しています。  

歯と口には、食べる、飲み込む、話すなど、私たちが健やかで幸せに生きて

いくためにとても大切な役割があります。歯と口の健康は、全身の健康にもつ

ながるため、むし歯や歯周病などの歯科疾患の予防、自分の口でしっかり噛ん

で食べるための口腔機能の獲得、維持及び向上などに取り組むことが大変重要

です。  

こうした取組は、むし歯や歯周病になってから始めるのではなく、生まれて

から人生を全うするまで、生涯にわたって続けていくことが必要であり、家庭

だけではなく、学校、職場、地域などにおいて集団で取り組むことや、かかり

つけ歯科医を持って定期的に専門的なケアを受けることが大切です。  

このため、私たちは、市民一人ひとりが正しい知識を持ち、歯と口の健康の  

ための取組を行うことを促進するとともに、多摩市や歯科医師等を始めとして、  

保健、医療、社会福祉、労働衛生及び教育に関係する者、事業者、医療保険者  

など、社会全体で協力し、誰一人取り残さない歯と口の健康のための取組を推  

進するため、この条例を制定します。  

（目的）  

第１条 この条例は、歯と口腔
くう

の健康が全身の健康を保持し、及び増進し、並  

びに健康格差の縮小及び健康寿命の延伸を図る上で重要な役割を果たしてい  

ることに鑑み、歯科口腔保健（歯科疾患の予防等による歯と口腔の健康の保  

持をいう。以下同じ。）の推進に関する基本理念を定め、市民、保健、医療、

社会福祉、労働衛生及び教育に関係する者並びに事業者及び医療保険者それ  

ぞれの役割並びに歯科医師等及び多摩市（以下「市」という。）の責務を明  

らかにするとともに、歯科口腔保健の推進に関する施策の基本となる事項を  

定めることにより、当該施策を総合的かつ効果的に推進し、もって市民の誰  

もが健やかで幸せを実感できる社会の実現に寄与することを目的とする。  



（定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

⑴ 市民 多摩市の区域内（以下「市内」という。）に居住し、在勤し、又  

は在学する者をいう。  

⑵ 事業者 市内において事業を行う者であって、労働者を使用して当該事

業を行うものをいう。  

⑶ 医療保険者 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０

号）第７条第２項に規定する保険者をいう。  

⑷ 歯科医師等 歯科医療等業務（歯科口腔保健の推進に関する法律（平成

２３年法律第９５号。以下「法」という。）第４条に規定する歯科医療等

業務をいう。以下同じ。）に従事する者及びこれらの者により構成される

組織をいう。  

⑸ かかりつけ歯科医 市民が定期的に歯科に係る健康診査（以下「歯科健

診」という。）を受け、継続的に口腔衛生管理を受け、又は必要に応じて

歯科医療及び歯科保健指導を受ける歯科医師又は医療機関をいう。  

⑹ 歯と口腔 歯及び口唇、歯肉、頬、舌、唾液腺等から構成される器官を

いう。  

（基本理念）  

第３条 歯科口腔保健の推進に関する施策は、市民の誰もが健やかで幸せを実

感できる社会の実現に寄与できるよう次に掲げる事項を基本理念として行う

ものとする。  

 ⑴ 市民が生涯にわたって歯科疾患の予防並びに口腔機能の獲得、維持及び

向上に自主的に取り組むことを促進すること。  

 ⑵ 乳幼児期から高齢期までの年齢に応じた歯と口腔の特性及び多様な生活

環境、社会環境等を踏まえ、適切かつ効果的に歯科口腔保健に係る取組を

推進すること。  

 ⑶ 保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連する分野の施策と

の有機的な連携を図りつつ、それらの関係者の協力を得ながら、総合的に

歯科口腔保健に係る取組を推進すること。  

 （市民の役割）  

第４条 市民は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

歯と口腔に関する知識及び理解を深め、当該知識を正しく活用できる能力の

向上に努めるとともに、生涯にわたって家庭、地域及び職域並びにかかりつ

け歯科医における歯科疾患の予防並びに口腔機能の獲得、維持及び向上に自



主的に取り組むよう努めるものとする。  

 （保健、医療、社会福祉、労働衛生及び教育に関係する者の役割）  

第５条 保健、医療、社会福祉、労働衛生及び教育に関係する者（歯科医師等

を除く。以下「保健医療等関係者」という。）は、基本理念にのっとり、そ

れぞれの業務において市民の歯科口腔保健の推進を図るとともに、市、歯科

医師等及び他の保健医療等関係者と緊密に連携し、協力するよう努めるもの

とする。  

 （事業者及び医療保険者の役割）  

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、使用する労働者の歯科口腔保健の推

進を図るため、当該労働者が定期的に歯科健診を受け、及び必要に応じて歯

科保健指導を受けることができるよう、職場環境の整備その他の必要な配慮

をするとともに、市の施策に協力するよう努めるものとする。  

２ 医療保険者は、基本理念にのっとり、被保険者が定期的に歯科健診及び歯

科保健指導を受ける必要性について周知し、その促進に努めるものとする。  

 （歯科医師等の責務）  

第７条 歯科医師等は、基本理念にのっとり、良質かつ適切な歯科医療等業務

を行うほか、歯科口腔保健に関する知識の普及啓発その他の歯科口腔保健の

推進に必要な取組を行うものとする。  

２ 前項に定めるもののほか、歯科医師等は、基本理念にのっとり、市及び保

健医療等関係者との緊密な連携を図り、適切にその業務を行うとともに、市

及び保健医療等関係者が実施する歯科口腔保健の推進に関する施策に協力す

るものとする。  

 （市の責務）  

第８条 市は、基本理念にのっとり、歯科口腔保健の推進に関する施策を総合

的かつ効果的に実施しなければならない。  

２ 市は、基本理念にのっとり、歯科医師等、保健医療等関係者、事業者、医

療保険者等と連携し、及び協力して歯科口腔保健を推進するものとする。  

 （基本的施策）  

第９条 市は、東京都、歯科医師等、保健医療等関係者、事業者、医療保険者

等と連携を図りつつ、歯科口腔保健を推進するため、次に掲げる施策を実施  

するものとする。  

 ⑴ 市民自らが行う口腔ケアの適切な方法その他の歯科口腔保健についての

正しい知識の普及啓発に関する施策  

 ⑵ 定期的な歯科健診の受診の促進並びにかかりつけ歯科医による専門的な

口腔衛生管理及び必要に応じた歯科保健指導を定期的かつ継続的に受ける



ことの普及啓発等に関する施策  

 ⑶ 乳幼児期から高齢期までの年齢に応じた歯科疾患の罹
り

患及び重症化の予

防に関する施策  

 ⑷ 地域及び職域における集団での歯科口腔保健に関する取組、健康増進事  

業（健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第４条に規定する健康増進

事業をいう。）、食育の推進その他の歯科口腔保健の推進に関する施策  

 ⑸ 障がい者、介護を必要とする者その他歯科口腔保健に関し特別の配慮を

要する者が定期的に歯科健診を受け、必要に応じて歯科医療及び歯科保健

指導を受けることができるようにするために必要な施策  

 ⑹ 災害時における歯科医療体制の整備、歯と口腔に係る健康被害の予防等

に関する施策  

 ⑺ 前各号に掲げるもののほか、歯科口腔保健の推進に関し必要な施策  

 （委任）  

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、多摩市長が別に定める。  

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  


